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第４章 東海地震に関する事前対策計画

各課共通第１節 東海地震に関する事前対策計画の目的

この計画は、大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第６条第１項の規定に基づき、東

海地震に係る地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）において、東海地震注意情報の発

表及び警戒宣言が発せられたとき等にとるべき地震防災応急対策に係る措置に関する事項、大規模な

地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、市の地域における地震

防災体制の推進を図ることを目的とする。

市は、東海地震を想定した地震災害に関する警戒宣言（以下「警戒宣言」という。）が発せられた

場合又は東海地震注意情報が発表された場合に、本計画に定める地震防災応急対策を迅速かつ的確に

実施し、地震災害の発生を防止し、又は軽減するとともに、地震予知に関する情報等の発表に伴う混

乱の未然防止に努めるものとする。

東海地震予知の概要
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各課共通
第２節 東海地震観測情報、東海地震注意情報時及

び東海地震予知情報（警戒宣言発令）時の

対策体制及び活動

第１ 東海地震観測情報発表時の体制

１ 東海地震観測情報配備基準により職員参集

２ 防災行政無線、広報車等による住民への広報

３ 県、防災関係機関との連絡体制の確保

第２ 東海地震注意情報発表時の体制

１ 東海地震注意情報発表等に係る情報の収集及び伝達

２ 全員参集

３ 地震災害警戒本部設置の準備

４ 防災行政無線、広報車等による住民への広報
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市長は、東海地震注意情報の内容とその意味について周知し、適切な行動を呼びかけるものと

する。また、市の準備体制の内容について、適切に情報提供を行う。

５ 県及び防災関係機関が実施する準備行動との連絡調整

６ 警戒宣言発令時に避難の勧告又は指示の対象となる地区（以下「事前避難対象地区」とい

う。）からの避難のための避難地の開設準備

７ 県への要請・報告等の実施

８ 物資・資機材の点検・確認

９ その他地震防災応急対策の円滑な実施のための準備

第３ 東海地震予知情報発表（警戒宣言発令）時の体制

市は、警戒宣言が発せられたとき、法令又は本地域防災計画の定めるところにより、防災関係機

関及び住民等の協力を得て、地震防災応急対策の実施に努めるものとする。

地震防災応急対策を遂行するため、地震災害に対処するための組織、配備体制及び職員の動員等

について定めておくものとする。

１ 中央市地震災害警戒本部の設置

市長は、内閣総理大臣から地震に関する「警戒宣言」が発せられたときは、大規模地震対策特

別措置法に基づき県に準じて中央市地震災害警戒本部（以下「市警戒本部」という。）を設置

し、大規模な地震災害の発生に備え、地震防災応急対策を実施する。

(1) 警戒宣言が発せられたときは、大規模地震対策特別措置法第16条の規定により直ちに平常業

務を停止し、市警戒本部を市役所田富庁舎内に設置する。

(2) 市警戒本部の組織及び編成・分担は、中央市地震災害警戒本部条例（平成18年中央市条例

第16号）に定めるところによる。

資 料 編 ・中央市地震災害警戒本部条例 Ｐ368

２ 警戒本部の廃止

警戒解除宣言が発せられ、かつ警戒本部で行う残務処理が終了したときは、警戒本部を廃止す

る。

３ 災害対策本部への移行

市長は、地震が発生したときは、災害応急対策を実施するため、市災害対策本部を設置する。

なお、警戒本部から災害対策本部に移行する場合の災害対策本部の運営に当たっては、事務の継

続性の確保に配慮するものとする。

４ 地震防災応急対策要員の参集等

(1) 配備体制は、次のとおりとする。

警戒宣言発令

（内閣総理大臣）
消防庁

山梨県地震災害

警戒本部設置

（山梨県知事）

中央市地震災害

警戒本部設置

（中央市長）

災害対策本部への移行

（中央市長）

〔地震が発生したとき〕

警 戒 本 部 の 廃 止

警戒宣言解除

残務処理の終了
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配備体制の名称 配 備 基 準
配備を要する

所属及び人員等

東海地震観測情報

配備体制

東海地震に関連する情報のうち東海地震

観測情報が発表されたとき

総務部

（約15人）

東海地震注意情報

配備体制

東海地震に関連する情報のうち東海地震

注意情報が発表されたとき

全所属全職員の配備

（約185人）

警戒宣言配備体制 警戒宣言が発令されたとき、又は本部長

が指示したとき

全所属全職員の配備

（約185人）

(2) 消防団長は、東海地震注意情報が発表された場合、消防団員に参集を命ずるものとする。

(3) 市職員及び消防団員は、地震予知に関する情報等の収集に積極的に努め、参集に備えるとと

もに報道に接したときは、動員命令を待つことなく自己の判断により指定された場所に参集す

るよう努める。

(4) 職員の参集場所は所属する市役所庁舎とし、消防団員の参集場所は、消防団長及び副団長は

市役所田富庁舎、消防団員は各部詰所とする。

(5) 小・中学校、保育園及びその他中央市が管理する公共施設の参集等については、各施設にお

いて定めるところによる。

(6) 各部長は、所属職員の参集状況を記録し、総務部長を通じて市長に報告する。

５ 職員の参集計画

職員は勤務時間外又は休日においても警戒宣言の発令等地震予知に関する情報を常に知り得る

ように努めるものとし、配備基準により、直ちに参集場所に集合するものとする。

(1) 市長は、中央市地震災害警戒本部編成表（以下「編成表」という。）に基づく各部の災害応

急活動を実施するのに必要な職員の参集計画を策定するものとする。

(2) 東海地震に関する情報の伝達については、総務部長から各部長に、各部長から各職員に伝達

されるものとする。したがって、各部長は事前に伝達連絡図を作成しておくものとする。

(3) あらかじめ部長全員で協議して、編成表に基づく所属職員の参集名簿を作成し、市長に提出

しなければならない。

(4) 参集対象から除外する職員は、平常時における病弱者、身体不自由等で災害活動を実施する

ことが困難である者と、遠隔地からの通勤者及び公務出張中の者その他市長が認める者とす

る。

(5) 各部長は参集時の参集場所、任務等を職員に周知徹底するため、個人参集表を作成し、あら

かじめ職員に通知する。

６ 参集時の心得

(1) 参集時の携帯品

タオル、手袋、水筒、食料、懐中電灯、その他必要な用具

(2) 参集途上の緊急措置

職員は、参集途上において火災、人身事故等に遭遇したときは付近住民に協力し、適切な処

置をとるとともに、その被害状況を所属部長に報告するものとする。

７ 警戒本部の事務

(1) 地震予知に関する情報等の収集と住民、防災機関等への伝達
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(2) 自主防災会や防災関係機関等からの応急対策情報の収集及び県への報告

(3) 避難の勧告又は指示

(4) 事前避難対象地区からの避難のための避難場所の開設

(5) 帰宅困難者、滞留旅客の保護、避難場所の設置及び帰宅支援対策の実施

(6) 食料、生活必需品、医薬品、救助資機材等の確保や関係業者等への指導

(7) 救急救助のための体制確保

(8) その他町内での地震防災対策の実施

第４ 地震発生時

１ 中央市災害対策本部

(1) 市長は、地震が発生したとき、災害応急対策を実施するため中央市災害対策本部を設置す

る。

(2) 警戒本部から災害対策本部に移行するときの災害対策本部の運営にあたっては、事務の継続

性の確保に努める。

２ 災害対策本部の業務

地震が発生し、災害対策本部が設置された場合の業務は、本編第３章「災害応急対策計画」及

び本編第５章「災害復旧対策計画」に定めるとおりとするが、主に次のとおりである。

(1) 地震情報、その他災害応急対策に必要な情報の収集及び伝達

(2) 被災者の救助・救護、その他の保護活動の連絡調整

(3) 火災発生防止及び水防体制の整備と発災時の消防、水防その他の応急措置の指示

(4) 国、県、自衛隊その他防災関係機関に対する支援の要請

(5) 避難路の確保、避難誘導、避難場所の設置運営

(6) 生活必需品等の確保・供給、あっ旋及び備蓄物資の放出

(7) ボランティアの受け入れ

(8) 自主防災会との連携及び指導

(9) 災害応急対策の実施又は民心安定上必要な広報

(10) 防疫、その他の保健衛生

(11) 緊急輸送道路の確保及び調整

(12) 施設及び設備の応急復旧

(13) その他災害発生の防御、拡大防止のための措置等
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中央市地震災害警戒本部構成図

総 務 班 総 務 課

政 策 秘 書 班 政 策 秘 書 課

総 務 対 策 部 管 財 班 管 財 課

財 政 班 財 政 課

田 富 窓 口 班 田 富 窓 口 課

会 計 対 策 部 会 計 班 会 計 課

市 民 班 市 民 課

環 境 班 環 境 課

保 険 班 保 険 課

市 民 対 策 部

税 務 班 税 務 課

収 納 班 収 納 課

玉 穂 窓 口 班 玉 穂 窓 口 課

高 齢 介 護 班 高 齢 介 護 課

福 祉 班 福 祉 課

保健福祉対策部

子育て支援班 子育て支援課

市

災

害

警

戒

本

部

長

副

本

部

長 健 康 推 進 班 健 康 推 進 課

建 設 班 建 設 課

都 市 計 画 班 都 市 計 画 課

建 設 対 策 部

市

長

消

防

団

長

市
議
会
議
長

教

育

長

副

市

長

水 道 班 水 道 課

下 水 道 班 下 水 道 課

農 政 班 農 政 課

農政観光対策部 商 工 観 光 班 商 工 観 光 課

豊 富 窓 口 班 豊 富 窓 口 課

教 育 総 務 班 教 育 総 務 課

教 育 対 策 部

生 涯 教 育 班 生 涯 教 育 課

消 防 対 策 部 消 防 団 班 消 防 団

協 力 対 策 部 協 力 班 各 事 務 局
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中央市地震警戒本部編成表

担当班、課名
部名

班 課
所掌事務

総務班 総務課 １ 地震災害警戒本部の設置、運営及び庶務に関す

ること。

２ 本部員会議に関すること。

３ 県、指定地方行政機関及び指定地方公共機関そ

の他関係機関との連絡等に関すること。

４ 地震予知関連情報の伝達に関すること。

５ 職員の非常招集、解散に関すること。

６ 本部員への連絡招集に関すること。

７ 各自主防災会との連絡に関すること。

８ 避難、警報等の指示に関すること。

９ 交通関係機関との連絡調整に関すること。

政策秘書班 政策秘書課 １ 警報等の広報に関すること。

２ 報道機関に対する情報提供、協力要請その他連

絡に関すること。

総 務 対 策 部

（総務部長）

管財班

財政班

管財課

財政課

１ 庁舎の維持、管理に関すること。

２ 所管施設（公園施設を含む。）の応急対策に関す

ること。

３ 庁用自動車、民間自動車の確保及び調達に関す

ること。

税務班 税務課 １ 市有財産及び営造物の応急対策に関すること。市 民 対 策 部

（市民部長） 環境班 環境課 １ 清掃及び防疫対策に関すること。

保健福祉対策部

（保健福祉部長）

健康推進班

子育て支援

班

高齢介護班

健康推進課

子育て支援課

高齢介護課

１ 災害救助対策に関すること。

２ 災害時要援護者の応急対策に関すること。

３ 医薬品その他衛生資材の確保に関すること。

４ 医療施設の応急対策に関すること。

５ 社会福祉施設の応急対策に関すること。

６ 保育園児の避難誘導に関すること。

総 務 対 策 部

（総務部長）

市 民 対 策 部

（市民部長）

農政観光対策部

（農政観光部長）

田富窓口班

玉穂窓口班

豊富窓口班

福祉班

田富窓口課

玉穂窓口課

豊富窓口課

福祉課

１ 避難誘導に関すること。

２ 避難地、避難所の設置、管理及び運営に関する

こと。

農政観光対策部

（農政観光部長）

農政班 農政課 １ 応急対策に要する資機材、食料、生活必需品、

器具及び燃料等の調達に関すること。

２ 農林産物並びに農地・山地の応急対策に関する

こと。

３ 農林道の応急対策に関すること。

４ 農林施設の応急対策に関すること。
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５ 家畜及び畜産施設の応急対策に関すること。

商工観光班 商工観光課 １ 商工業、観光等の応急対策に関すること。

建設班

都市計画班

建設課

都市計画課

１ 道路、橋りょう等の応急対策に関すること。

２ 応急対策に必要な機械器具、重機及び材料等の

調達に関すること。

水道班 水道課 １ 飲料水の確保に関すること。

２ 上水道施設の応急対策に関すること。

３ 上水道工事指定店の協力要請に関すること。

建 設 対 策 部

（建設部長）

下水道班 下水道課 １ 下水道施設の応急対策に関すること。

２ 下水道工事指定店の協力要請に関すること。

教 育 対 策 部

（教育長）

教育総務班

生涯教育班

教育総務課

生涯教育課

１ 学校教育施設、社会教育施設、社会体育施設の

応急対策に関すること。

２ 児童・生徒等の避難誘導に関すること。

３ 文化財の保全措置に関すること。

消 防 対 策 部

（消防団長）

消防団班 消防団 １ 消防に関すること。

２ 水防に関すること。

各課共通第３節 情報活動

警戒体制をとるべき旨の公示、地震防災応急対策に係る措置をとるべき旨の通知、地震予知に関す

る情報の内容その他これらに関連する情報（以下「地震予知情報等」という。）等の伝達、指示は、

防災関係機関並びに住民に対し、使用可能な手段を講じて迅速かつ円滑に行うものとする。なお、警

戒宣言発令時には、有線電話の混乱が予想されるのでそれに対応した体制を確立しておくものとす

る。

第１ 地震予知に関する情報等の伝達

１ 情報の種類及び内容

(1) 東海地震観測情報

少なくとも１か所の歪計で観測された「有意な変化」が、東海地震の前兆現象であると直ち

に判断できない場合等に、気象庁から関係機関に伝達される情報。なお、歪計で観測された

「有意な変化」が、東海地震の前兆現象とは関係がないことがわかった場合には、「東海地震

観測情報の解除（安心情報）」が発せられる。

(2) 東海地震注意情報

２か所の歪計で観測された「有意な変化」が、東海地震の前兆すべりによるものである可能

性が高まった場合に、気象庁から関係機関に伝達される情報。なお、東海地震発生のおそれが

なくなったと認められた場合（すべての歪計の変化が収まる等、前兆すべりの可能性がなく

なったと認められた場合）には、「東海地震注意情報の解除」が発せられる。

(3) 東海地震予知情報

地震防災対策強化地域に係る大規模な地震（東海地震）の発生のおそれがあると認められた

とき（３か所以上の歪計で観測された「有意な変化」が、東海地震の前兆すべりによるもので
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あると認められた場合）、気象庁から関係機関に伝達される情報。なお、東海地震発生のおそ

れがなくなったと認められた場合（すべての歪計の変化が収まる等、前兆すべりの可能性がな

くなったと認められた場合）には、「警戒解除宣言（東海地震予知情報解除）」が発せられる。

(4) 警戒宣言

内閣総理大臣が東海地震予知情報の報告を受け、地震防災応急対策を緊急に実施する必要が

あると認めたとき、閣議を経て発するもので、強化地域内の居住者等に対する警戒体制をとる

べき旨の公示及び地震防災応急対策に係る措置をとるべき旨の通知であり、関係機関へは内閣

府から伝達される。
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２ 情報の連絡及び通報

東海地震観測情報、東海地震注意情報、東海地震予知情報

同報無線
広報車

報道機関
ＮＨＫ甲府放送局
(株)山梨放送
(株)テレビ山梨
(株)エフエム富士

住 民
企 業
自主防災会

観測・注意・予知情報（テレビ、ラジオ）

警戒宣言発令時の情報伝達系統

第２ 応急対策実施状況等の収集、伝達

１ 情報の収集、伝達

県、市、防災関係機関は、相互に連絡をとり、注意情報の発表による準備行動及び警戒宣言発

令後の避難状況、応急対策実施状況等の収集、伝達を行う。

警 察 庁

各 地 域 県 民 セ ン タ ー

県 出 先 機 関

甲 府 地 方 気 象 台

気 象 庁

山 梨 県

消 防 防 災 課

中 央 市

甲府地区消防本部

消 防 庁

防災関係機関
山 梨 県

警 察 本 部

警戒宣言

同報無線

広 報 車

内 閣 総 理 大 臣

（地震災害警戒本部長）

報 道 機 関

ＮＨＫ甲府放送局

(株)山梨放送

(株)テレビ山梨

(株)エフエム富士

警戒宣言

各 地 域 県 民 セ ン タ ー

県 出 先 機 関

○要請・回答等を集約し

本部に報告

消 防 庁

内 閣 府

（地震災害警戒本部）

○警戒宣言

○東海地震予知情報

○要請・回答

甲 府 地 方 気 象 台

（東海地震予知情報）

警戒宣言

山梨県地震災害警戒本部

○警戒宣言

○東海地震予知情報

○地震応急対策状況

警戒宣言

（テレビ・ラジオ）

中央市地震災害警戒本部
甲 府 地 区 消 防 本 部

○要請・回答
○社会秩序の状況
○避難勧告指示や状況
○福祉施設の対応状況

気 象 庁

（東海地震予知情報）

住 民

企 業

自 主 防 災 会

防 災 関 係 機 関
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２ 収集、伝達の方法、内容等

(1) 関係機関等からの情報収集

市警戒本部は、防災関係機関等から次の情報等を収集する。

関 係 機 関 名 収 集 す べ き 情 報

中 巨 摩 医 師 会 病院の診療停止状況及び緊急出動できる救護医療班の数

南 甲 府 警 察 署 交通規制の状況

Ｊ Ｒ 東 海 運転を停止した列車本数、列車内及び駅構内に残留している旅客数

ＮＴＴ東日本(株)山梨支店 利用制限をした事業所数、利用者数及び電話疎通状況

日本赤十字社山梨県支部 緊急出動できる救護医療班の数

山 梨 交 通 (株) 運転を停止したバス台数及び営業所に残留している旅客数

市 民 対 策 部 保育を停止した保育園数、保育園に残留している園児数

教 育 対 策 部 授業を停止した小学校・中学校の数、学校に残留している児童・生徒数

避 難 場 所 の 施 設 管 理 者 避難状況

中 央 市 商 工 会

東 八 西 部 商 工 会
主要スーパーの営業停止店舗数

３ 収集、伝達の方法、内容の県への報告

市は、１で収集した情報及び次の事項についてあらかじめ定める様式により県警戒本部に報告

する。

関 係 機 関 名 報 告 事 項

市→中北地域県民センター→県警戒本部（消

防防災課）

避難状況、救護状況、旅行者数（鉄道、定期バス施設

構内の者を除く。）、通行規制等で停滞している車両

数、ボランティアに対するニーズの把握

市→中北保健福祉事務所→県福祉保健部→県

警戒本部（福祉保健部→消防防災課）

保育を停止した保育園数、保育園に残留している園児

数

市教育委員会→教育事務所→県教育委員会→

県警戒本部（消防防災課）

授業を停止した小学校・中学校の数、学校に残留して

いる児童・生徒数

市→中北地域県民センター→県商工労働部→

県警戒本部（消防防災課）
主要スーパーの営業停止店舗数

「東海地震に関連する情報」発表時の報告・様式

（東海地震注意情報発表時）

中 央 市 中北地域県民センター
消防防災課（地震災害警戒

本部事務局）

・市町村職員参集状況（４－３－１）

・地震防災応急対策実施票（４－６－１）

・所属別参集職員一覧表（４－２－１）

・地方連絡本部・市町村参集状況一覧表

（４－３－２）

・地震防災応急対策実施票（４－６－１）

防災関係機関

・地震防災応急対策実施票（４－６－２）

消
防
防
災
課
・
情
報
収
集
班
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（東海地震予知情報発表・警戒宣言発令時）

中央市地震災害警戒本部 中北連絡本部 地震災害警戒本部

・市町村職員参集状況（４－３－１）

・市町村避難所開設状況一覧表

（４－５－１）

・地震防災応急対策実施票（４－６－１）

・所属別参集職員一覧表（４－２－１）

・地方連絡本部・市町村参集状況一覧表

（４－３－２）

・市町村別避難状況一覧表（４－５－２）

・地震防災応急対策実施票（４－６－１）

・勤務ローテーション表（４－７－１）

・地震防災応急対策経費一覧表（４－８－１）

・地震防災記録報告書（４－９－１）

防災関係機関

・地震防災応急対策実施票（４－６－２）

情

報

収

集

班

資 料 編 ・県指定に基づく被害報告様式 Ｐ416

第４節 広報活動

政策秘書課 東京電力(株)

田富窓口課 東海旅客鉄道(株)

豊富窓口課 山梨県バス協会(社)

地震予知に関する情報等の発表に伴う混乱の発生を未然に防止し、地震防災応急対策が迅速かつ的

確に行われ被害の軽減に資するよう、各防災関係機関は、地震予知に関する情報に対応する広報計画

を作成し、これに基づき広報活動を実施するものとする。

第１ 防災関係機関の広報活動

防災関係機関は、地震防災応急対策が迅速、的確に実施されるよう、各機関の計画に基づき広報

を実施するが、各機関の広報の概要は次のとおりである。

１ 県

地震予知に関する情報、交通機関の運行状況及び道路交通状況、家庭及び自主防災会等のとる

べき措置等について、報道機関の協力を得てテレビ、ラジオ、新聞等で行うほか、広報車、イン

ターネット、ヘリコプター、冊子等により実施する。

２ 県警察

車両運転の自粛と運転者のとるべき措置、交通の状況と交通規制の実施状況、犯罪予防等のた

めに住民のとるべき措置等について、広報車、拡声器等の広報機器の活用、ビラ、チラシの配布

及び横断幕、立看板等の活用等で広報する。また、テレビ、ラジオ、新聞等への積極的な協力を

要請するとともに、状況に応じてヘリコプターによる広報を実施する。さらに、駐在所等を利用

した住民相談窓口を開設する。

３ 防災関係機関

(1) 放送機関

臨時ニュース、特別番組等の措置を講じて、取材事項、協定に基づく報道要請事項及び防災

関係機関からの通報事項等により、有効適切な放送を行う。

(2) 電力供給機関
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報道機関を通じて、地震時の具体的な電気の安全措置に関する広報を行う。

(3) ガス供給機関

報道機関及び広報車を通じて、発生時に備えてのガス機器等の安全措置に関する広報を行

う。

(4) 東日本電信電話(株)

報道機関及び各事業所前掲示等を通じて、通信の疎通状況並びに利用制限措置等について広

報を行う。

(5) ＪＲ東海

報道機関及び駅構内の案内板等を通じて、運転状況等について広報を行う。

(6) バス会社

報道機関及び構内の案内板等を通じて、運転状況等について広報を行う。

(7) 道路管理者

報道機関及び道路情報板等を通じて、通行規制等について広報を行う。

(8) 水道管理者

報道機関及び広報車を通じて、緊急貯水及び飲料水確保の指導、発災時の対応等について広

報を行う。

(9) その他の防災関係機関

上記以外の防災関係機関についても、状況に応じて適切な広報活動を実施する。

第２ 中央市の広報

１ 広報の内容

広報を行う必要がある項目は、おおむね次のとおりとする。

(1) 東海地震観測情報、東海地震注意情報、東海地震予知情報及び警戒宣言等に関する情報の周

知及び内容説明

(2) 主な交通機関運行状況及び交通規制状況

(3) ライフラインに関する情報

(4) 生活関連情報

(5) 避難対象地域以外の小規模小売店に対する営業の確保の呼びかけ

(6) 地震防災応急計画を作成すべき事務所への計画実施の呼びかけ

(7) 地震防災応急計画を作成しない事業所がとるべき措置

(8) 家庭において実施すべき行動

(9) 自主防災会に対する防災活動の呼びかけ

(10) 金融機関が講じた措置に関する情報

(11) 市の準備体制の状況

(12) その他状況に応じて事業所又は住民に広報周知すべき事項

２ 住民・滞在者等に対する広報文例

住民、滞在者等に対する広報文例は、別表のとおりとするが、必要に応じ１に掲げる事項を加

えるものとする。

３ 広報手段

広報は、報道機関の協力を得て行うほか、防災行政無線、防災信号、広報車、広報紙、冊子、
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市ホームページ、庁舎・支所内住民問い合わせ窓口、外国語放送等又は自主防災会を通じる伝達

ルートを用いて行うものとする。

(1) 市からの伝達

市職員内部等の伝達は主に庁内放送、電話、口頭により行い、住民に対しての伝達は、次の

方法で行うものとする。また、住民からの問い合わせに対応できるよう、状況に応じ問い合わ

せ窓口を設置する。

ア 防災行政無線の利用

市内に設置している広報用スピーカーにより行う。

防災行政無線施設の設置状況は、資料編に掲載のとおりである。

イ 広報車の利用

市が管理所有している広報用自動車を緊急輸送車両として登録し伝達を行う。

(2) 消防団からの伝達

消防団長及び分団長に対し電話等を通じて伝達を行うとともに、一般住民に対しては消防車

により各分団の区域を拡声器により行い、さらにサイレン及び警鐘等により伝達を行う。

地 震 防 災 信 号

警 鐘 サ イ レ ン

（５ 点）

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

（約45秒）

● ●

（約15秒）

備考 １ 警鐘又はサイレンは、適宜の時間継続をすること。

２ 必要があれば警鐘及びサイレンを併用すること。

(3) 区長からの伝達

区長（自主防災会会長）は、その地域内の住民に対してハンドマイク等により伝達をするも

のとする。この場合、地域の組織等を利用して行うなど、その方法をあらかじめ定めておくも

のとする。
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別表

「東海地震に関連する情報」に伴う広報

少なくとも１ヶ所の歪計

で有意な変化が観測され

た場合

東海地震観測情報の発表

（例文１－１）

東海地震観測情報の解除

（安心情報）

（例文２－１）

※歪計で観測された「有

意な変化」が、東海地震

の前兆現象であると直ち

に判断できない場合

※歪計で観測された

「有意な変化」が、東

海地震の前兆現象とは

関係がないことがわ

かった場合

顕著な地震活動（地震）

が発生した場合

東海地震観測情報の発表

（例文１－２）

東海地震観測情報の解除

（安心情報）

（例文２－２）

※観測された地震活動

（地震）について、東海

地震との関連性を直ちに

判断できない場合

※観測された地震活動

（地震）について、東

海地震との関連性がな

いことがわかった場合

顕著な地震活動（地震）

が発生した場合

東海地震観測情報（安

心情報）

（例文３）

※発生した地震活動

（地震）が、直ちに東

海地震に関連性がない

と判断できる場合

東

海

地

震

観

測

情

報

東海地震注意情報の解除２ヶ所の歪計で有意な変

化が観測された場合

東海地震注意情報の発表

（例文４）

※歪計で観測された「有

意な変化」が、東海地震

の前兆すべりによるもの

である可能性が高まった

場合

※東海地震発生のおそ

れがなくなったと認め

られた場合

（全ての歪計の変化が

収まる等、前兆すべり

の可能性がなくなった

と認められた場合）

東
海
地
震
注
意
情
報

警戒解除宣言（東海地

震予知情報解除）
３ヶ所以上の歪計で有意

な変化が観測された場合

警戒宣言発令（東海地震

予知情報発表）

（例文５） ※東海地震発生のおそ

れがなくなったと認め

られた場合

（全ての歪計の変化が

収まる等、前兆すべり

の可能性がなくなった

と認められた場合）

※内閣総理大臣が地震防

災応急対策を実施する緊

急の必要があると認める

場合（歪計で観測された

「有意な変化」が、東海

地震の前兆すべりによる

ものと認められた場合）

東
海
地
震
予
知
情
報
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例文１－１

東海地震に関連する情報のうち「東海地震観測情報」

「発表時」における広報用の例文

［歪計により観測された「有意な変化」が、東海地震の前兆現象であると直ちに判断できない場合

のもの］

○こちらは、防災ちゅうおうです。

○さきほど、気象庁から「東海地震観測情報」が発表されました。

○この情報は、東海地域に設置された観測機器に変化が観測されていますが、この現象が直ちに東

海地震の前触れであると「判断できない」場合に発表されるものです。

○（※状況に応じて、気象庁の発表内容を補足する。）

○すでに、市では、情報収集体制を取っております。

○今後の状況により、新たな情報が発表されます。

○ぜひ、市からの「お知らせ」やテレビ・ラジオの報道に注意してください。

○市民の皆様は、落ち着いて、普段と同じように行動してください。

例文１－２

東海地震に関連する情報のうち「東海地震観測情報」

「発表時」における広報用の例文

［観測された「地震」について、東海地震との関連性を直ちに判断できない場合のもの］

○こちらは、防災ちゅうおうです。

○さきほど、気象庁から「東海地震観測情報」が発表されました。

○この情報は、○月○日○時○分に発生した○○の地震について、この地震が東海地震に関連する

ものであると「判断できない」場合に発表されるものです。

○（※状況に応じて、気象庁の発表内容を補足する。）

○すでに、市では、情報収集体制を取っております。

○今後の状況により、新たな情報が発表されます。

○ぜひ、市からの「お知らせ」やテレビ・ラジオの報道に注意してください。

○市民の皆様は、落ち着いて、普段と同じように行動してください。
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例文２－１

東海地震に関連する情報のうち「東海地震観測情報」

「解除時」における広報用の例文

［歪計により観測された「有意な変化」が、東海地震の前兆現象とは関係がないことがわかった場

合のもの］

○こちらは、防災ちゅうおうです。

○さきほど、気象庁から「東海地震観測情報の解除（安心情報）」が発表されました。

○この情報は、○○日○○時○○分に発表されていた「観測情報」について、観測されていた現象

が東海地震の前触れの「現象ではない」ことがわかった場合に、発表されるものです。

○（※状況に応じて、気象庁の発表内容を補足する。）

○市民の皆様は、御安心ください。

例文２－２

東海地震に関連する情報のうち「東海地震観測情報」

「解除時」における広報用の例文

［観測された「地震」について、東海地震との関連性がないことがわかった場合のもの］

○こちらは、防災ちゅうおうです。

○さきほど、気象庁から「東海地震観測情報の解除（安心情報）」が発表されました。

○この情報は、○○日○○時○○分に発表されていた「観測情報」について、観測された地震が

東海地震に「関連するものではない」ことがわかった場合に、発表されるものです。

○（※状況に応じて、気象庁の発表内容を補足する。）

○市民の皆様は、御安心ください。
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例文３

東海地震に関連する情報のうち「東海地震観測情報

－安心情報－」発表時における広報用の例文

※安心情報－単発で出される。

発表、解除ではない。

［発生した地震が、直ちに東海地震に関連性がないと判断できる場合のもの］

○こちらは、防災ちゅうおうです。

○さきほど、気象庁から「東海地震観測情報の安心情報」が発表されました。

○この情報は、○○日○○時○○分に発生した○○の「地震」が、東海地震に「直接つながるもの

ではない」ことがわかった、というものです。

○（※状況に応じて、気象庁の発表内容を補足する。）

○市民の皆様は、御安心ください。

例文４

「東海地震注意情報」発表時における広報用の例文

○こちらは、防災ちゅうおうです。

○さきほど、気象庁から「東海地震注意情報」が発表されました。

○この「東海地震注意情報」は、気象庁が観測した地殻変動などの現象から、東海地方を震源とす

る大きな地震の発生の可能性が高まったことを意味する情報です。

○「東海地震注意情報」の発表を受けて、市や国、県、防災関係機関では、地震の被害をできる限

り少なく抑える措置や防災応急対策活動の準備を始めています。

○住民のみなさんも、今後のテレビ・ラジオの情報や市の広報に十分注意し、正確な情報を把握し

てください。

○また、不要不急の旅行・出張や自動車の使用を控えていただくとともに、水の汲み置き、家族同

士の連絡方法の確認、室内の家具の固定など地震への備えを始めてください。

○今後の観測の結果、地震が発生するおそれがあると判断された場合には、内閣総理大臣から、改

めて「警戒宣言」が発せられることになります。

○従って、住民のみなさんは、今後の情報に十分注意し、どうか落ち着いて行動してください。
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例文５

「警戒宣言」発令時における広報用の例文

○こちらは、防災ちゅうおうです。

○さきほど、内閣総理大臣から東海地震に対する警戒宣言は発せられました。

○この地震が発生すると、市をはじめとする県内の地震防災対策強化地域内では「震度６弱」以

上、その他隣接地域では「震度５強」程度の強い揺れに見舞われることが予想されますので厳重

な注意をしてください。

○既に、市・県・防災関係機関においては、住民のみなさんの生命、身体、財産を守るため、地震

災害警戒本部を設置し、応急対策を実施中でありますが、地震の被害を最小限にくいとめるため

には、住民のみなさんの冷静沈着な行動が大切であります。

○まず、身の回りの点検をしてください。火元や、破損・転倒しやすいものの点検をするととも

に、自動車の使用、危険な作業は控えてください。

○また、飲料水を貯え、食料、医薬品、懐中電灯、ラジオなどの非常持ち出し品の確認をしてくだ

さい。

○今後のラジオ・テレビの情報、市の広報などに十分注意し、日頃の防災訓練の経験を生かして、

あわてずに落ち着いて行動してください。
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第５節 避難活動

政策秘書課 総務課 教育総務課 消防団 市民課 生涯

教育課 消防本部 福祉課 高齢介護課 子育て支援課

健康推進課 警察署

第１ 避難勧告又は指示の基準等

警戒宣言発令時には、市長は、事前避難対象地域の住民を対象に避難の勧告又は指示を行うもの

とする。

なお、東海地震注意情報の発表時において、避難場所までの距離が遠い等により、警戒宣言発令

時では迅速な避難ができない場合は、この段階で病人等の災害時要援護者の避難を実施することが

できるものとする。

第２ 避難場所の定義等

避難場所には避難地と避難所があり、その区分、定義等については、地震編第３章第14節「第２

避難場所の定義等」を準用する。

第３ 市が行う避難活動

１ 事前避難対象地区の指定

警戒宣言発令時に避難の勧告又は指示の対象となる事前避難対象地域は、地震が発生した場合

に市長が危険と認める地区とする。

本市における事前避難対象地域は次のとおりである。

なお、事前避難対象地区の住民等が避難地まで避難するための方法については、原則として徒

歩によるものとする。

東海地震事前避難対象地域

予想される災害 関係地域
特に影響する

自治会
避難地

東花輪第１ 東花輪第一公民館広場

東 東公園

ＬＰガス、爆発又

は火災

東花輪北東地

区、布施の一部

新町第１ 田富中学校グラウンド

２ 事前避難対象地区住民等への周知

市は、事前避難対象地区の住民等に、パンフレット、案内板などにより、次の事項について周

知徹底を図る。

３ 警戒区域の設定

市長は、警戒宣言発令時には、事前避難対象地区に避難の勧告又は指示を行うとともに、必要

① 事前避難対象地区の範囲

② 地区の避難地

③ 災害時要援護者の保護のために必要に応じて行う屋内避難に使用する建物

④ 避難路

⑤ 車両による避難が行われる地域及び対象者

⑥ 避難の勧告と伝達方法

⑦ その他必要な事項

事前避難対象地区住民への周知事項
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と認める地域を危険防止のための警戒区域として設定をする。

４ 自主防災会への指示

市長は、警戒宣言発令時には自主防災会に対し次の指示を行う。

５ 災害救助法の適用となる避難対策への対応

市長は、災害救助法の適用となる避難対策について、適切な対応を行うものとする。

６ 外国人等に対する避難誘導等の対応

外国人、外来者等に対する避難誘導等については、状況によっては外国語教師、ボランティア

等の協力を得て適切に対応する。

７ 帰宅困難者及び滞留旅客対策

(1) 帰宅困難者、滞留旅客の保護、避難場所の設置及び帰宅支援対策の対策を実施する。

(2) ＪＲ身延線が運転を停止し、ＪＲ東海(株)から次の対策の実施を依頼されたときは、状況に

応じ必要な対策を実施する。

ア 駅施設の旅客への食事の斡旋援助

イ 待機が長期間となった場合における市指定避難場所への避難

ウ 病人発生等の緊急を要する事態が発生した場合は、救急医療機関へ収容する等の応急措置

の実施

８ 避難地における避難生活の確保

(1) 市が設置した避難地には、情報連絡のため市職員、消防団員等を配置するとともに、救護

所、夜間照明等の設置に努める。

(2) ビニールシート、テント等の野営資材は、住民、自主防災会等が準備する。

(3) 食料等の生活必需品は、各人が３日分（保存できるものは１週間分）を用意する。

(4) 市は、旅行者等で滞留者となった者の避難生活について、ＪＲ東海(株)等と協議する。

(5) 市は、生活必需品の不足している者へのあっ旋に努める。

(6) 市は、災害時要援護者スペースの確保、災害時要援護者専用避難所の開設等災害時要援護者

に配慮するとともに、重度障害者、高齢者等介護を要する者の介護を支援する。

(7) 避難場所では自主防災会の単位で行動する。

資 料 編 ・指定避難場所一覧 Ｐ319

① 防災用具、非常持出品及び食料の準備

② 避難路の把握及び避難誘導、避難の際の携行品制限

③ 避難場所の点検及び収容準備

④ 収容者の安全管理に関する協力

⑤ 負傷者の救護準備

⑥ 重度障害者、高齢者等介護を要する者の避難救護

自主防災会への指示事項
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第６節 住民生活防災応急活動

総務課 水道課 健康推進課

農政課 福祉課 建設課

環境課 商工観光課 税務課

第１ 食料及び生活必需品の調達

１ 基本方針

警戒宣言発令時における食料及び生活必需品調達の基本方針は、次のとおりである。

① 警戒宣言発令時に必要な食料及び生活必需品は、住民が自主的に確保する。

② 市は、住民の自助努力で確保できないものについて、緊急物資としてあっ旋する。

また、警戒宣言発令期間が長期化して、物資が逼迫したときには県と連携をとり緊急の措

置を講ずる。

２ 物資等の確認

市は、必要な食料、生活必需品等の品目、数量を把握し、市内の食料販売業者、中巨摩東部農

業協同組合、甲斐酪農業協同組合、中央市商工会、東八西部商工会等と連絡を取り、調達可能物

資を確認し、必要量を確保する。

３ 受入体制の整備

搬送される物資の集積所を「田富市民体育館」に開設するとともに、その所在地等を関係機関

に周知する。

なお、当該施設に農政班及び税務班の職員を配置し、物資の管理を行うものとする。

４ 配分準備

搬送された物資の各避難場所への配分準備を行う。

５ 販売業者への指導

生活必需品等の売り惜しみ、買い占め及び物価高騰の防止のため、関係者に対して必要な要

請、指導を行うとともに、このような事態が起こった場合は、必要に応じて物資を特定し、その

確保のための指導を行う。

第２ 飲料水の確保、給水活動

警戒宣言発表時における市の対策は、次のとおりである。

１ 資機材の確認

市で保有する応急給水用資機材の確認、整備を行い、不足する場合は、市内業者等から調達す

る。

２ 広報の実施

水道班は、甲府市上下水道局と連携して住民に飲料水の備蓄、また浴槽等に風呂水の汲み置き

をするなどの措置を行うよう、防災行政無線、広報車等により広報を行う。

３ 応急復旧対策の準備

市上水道給水装置工事事業者へ連絡をし、応急復旧作業に必要な人員、資機材等を確保する。

第３ 医療活動

警戒宣言発表時における市の対策は、次のとおりである。

１ 医薬品、医療資機材等の確保
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市は、市内薬店、市内医療機関、中巨摩郡医師会等から必要な医薬品、医療資機材を確保する

ほか、市内医療機関、中巨摩郡医師会に対して、医薬品、医療資機材の確保を行うよう呼びかけ

る。

２ 救護所の開設準備

保健センター又は避難場所等に医療救護所の開設準備を行い、医薬品、衛生材料、応急医療救

護用資機材（担架、発電機、投光器、テント、浄水器、暖房器具等）を配備し、受入体制につい

て中北保健所に通知する。

３ 搬送準備

傷病者等を搬送するための車両、要員を確保する。

４ 医療体制についての広報

医療救護所、市内医療機関の受入体制について広報する。

第４ 清掃、防疫等保健衛生活動

警戒宣言発表時における市の対策は、次のとおりである。

１ 防疫活動の準備

市が保有する消毒用薬剤、資機材の確認を行い、不足する場合は、関係業者から調達する。

２ し尿処理の準備

応急仮設トイレの必要数を検討し、調達の準備をする。

また、応急仮設トイレ設置に伴い、し尿収集許可業者と連絡をとる等、し尿の汲み取り準備を

行う。

第５ 災害廃棄物処理

１ 発生量の把握

大規模災害発生時においては、倒壊家屋など大量の災害廃棄物が発生するため、被害の状況か

ら速やかに災害廃棄物の発生量を把握し、必要な機材や仮置場を確保する。

２ 仮置場の確保

災害時において発生する倒壊家屋などのガレキは、処理に長時間を要するため、ガレキの発生

量、道路状況等を勘案して、避難の完了した避難地等の公有地の中から仮置場を確保する。

３ 分別収集体制の確保

災害時において大量に発生する災害廃棄物を効率よく処理・処分するためには、排出時におけ

る分別の徹底が必要であるので、分別収集体制の確保を図る。

４ がれきのリサイクル

応急活動後、市は、がれきの処理・処分の進捗状況を踏まえ、破砕・分別等を徹底し、木材や

コンクリート等のリサイクルを図る。

第６ 児童・生徒等の保護活動

東海地震注意情報発表時又は警戒宣言発令時には、学校、保育園（以下「学校等」という。）

は、児童・生徒等の安全を確保するため、市教育委員会と連携し、次の措置を講じる。

１ 東海地震注意情報が発表されたときには、本市の学校等は事前避難対象地区に指定されてはい

ないが、遠距離通学者等、警戒宣言発令後に帰宅等の措置を開始したのでは、安全の確保が困難

であると予想される場合は、次の措置を講じる。

(1) 授業（保育）又は学校行事を直ちに中止し、安全な場所に全員を誘導し、生徒等の保護者へ
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の引渡し、帰宅方法の対応措置を講じる。

(2) 原則として小学生以下は保護者へ引渡し、中学校以上は集団下校とする。

(3) 帰宅経路の選定、教師の同行等あらかじめ集団下校の際の安全確保について対策を講じてお

く。

２ 警戒宣言が発令されたときには、学校等は次の措置を講じる。

(1) 授業（保育）又は学校行事を直ちに中止する。

(2) 安全な場所に全員を誘導し、児童・生徒等の保護者への引渡し、帰宅方法の対応措置を講じ

る。このとき、小学生以下は保護者へ引渡し、中学生以上は集団下校とする。集団下校の際の

安全の確保について対策を講じる。

(3) 留守家族、交通機関等の理由により、保護者の引き取りがないときは、学校等において保護

する。長期間保護するときの寝具、食料等の措置については、市警戒本部と連絡のうえ、対策

を講じる。

(4) 警戒宣言が登下校中に発令されたときに備え、次の事項を徹底しておく。

(5) 授業（保育）終了後に警戒宣言が発令されたときは、翌日からの授業（保育）又は学校行事

を中止する。

第７ 自主防災活動

市等が実施する東海地震注意情報発表時から地震発生時までの準備行動及び地震防災応急対策を

迅速、的確に実施し、かつ、住民の生命と財産を住民自らの手で守るため、各自主防災会は次のよ

うな活動を実施する。

１ 東海地震注意情報が発表された場合

警戒宣言発令時の地震防災応急対策を迅速・的確に実施するため、必要に応じて次の準備行動

を実施する。

(1) 自主防災会の役員等の所在確認等、連絡体制を確保する。

(2) 警戒宣言発令時の自主防災会本部の設営のための資機材、備蓄食料等の確認を行う。

(3) 災害発生時の医療救護体制を確保するため、救急の場合を除き、病院・診療所での外来診療

の受診を控えるよう呼びかける。

(4) 住民等に東海地震注意情報の発表を周知するとともに、冷静な行動を呼びかける。

(5) 東海地震注意情報発表時に、事前避難対象地区内の病人等災害時要援護者が避難を開始する

場合には、警戒宣言発令時の地震防災応急対策における避難行動及び避難生活に準じて避難対

策を実施する。なお、避難の実施にあたっては、市や避難場所の施設管理者等と十分な連携を

確保する。

２ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

(1) 自主防災会の活動拠点整備

① ブロック塀、橋、歩道橋等危険個所から離れる。

② 学校あるいは自宅のいずれか近い方に急いで避難する。

③ 留守家族の生徒等は、できるだけ学校に集合する。

④ 交通機関を利用している生徒等は、その場の指揮者（乗務員・添乗員・車

掌等）の指示により行動し、自分の判断による行動はとらない。

登下校中発令時の周知事項
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情報の収集・伝達等を迅速に実施するために、地区内に活動拠点を設ける。

(2) 情報の収集・伝達

ア 市からの警戒宣言及び東海地震予知情報等が、正確に全家庭に伝達されているか確認に努

める。

イ テレビ、ラジオで各種情報を入手するように努める。

ウ 実施状況について、必要に応じ市へ報告する。

(3) 初期消火の準備

可搬ポンプ等初期消火機材の点検と準備体制をとる。

(4) 防災用資機材等の配備・活用

防災倉庫等に保管中の資機材を点検し、必要な場所に配備するとともに、担当要員を確認す

る。

(5) 家庭内対策の徹底

次の事項について、各家庭へ呼びかける。

ア 家具の転倒防止

イ タンス、食器棚等からの落下等防止

ウ 出火防止及び防火対策

エ 備蓄食料・飲料水の確認

オ 病院・診療所の外来診療の受診を控える

(6) 避難行動

ア 事前避難対象地区の住民等に対して市長の避難勧告又は指示を伝達し、事前避難対象地区

外の指定避難地へ避難させる。避難状況を確認後、市に報告する。

イ 自力避難の困難な病人等災害時要援護者については、必要な場合には、市保健師等と連携

を図り、自主防災会において避難場所まで搬送する。

ウ 事前避難対象地区外であっても、家屋の耐震強度が不十分な場合には、あらかじめ定める

指定避難地への避難を勧める。

(7) 避難生活

ア 避難生活に必要な天幕、テント、ビニールシート等の準備をする。

イ 医療救護活動及び防疫、清掃等の保健活動に必要な資機材を準備する。

ウ 飲料水、食料等の生活必需品に不足が生じた場合は、市等と連絡を取り、その確保に努め

る。

(8) 社会秩序の維持

ア ラジオ、テレビ、防災行政無線等により正確な情報を収集し、地区住民への伝達に努め、

流言飛語等の発生を防止して、社会秩序を乱すことがないように努める。

イ 生活物資の買い占め等の混乱が生じないように、住民に対して呼びかける。

第８ 家庭における防災活動

家庭においては、東海地震の関連する情報に応じて、適切な防災活動を実施する。

１ 東海地震観測情報が発表された場合

市防災行政無線、テレビ・ラジオ等の情報に注意し、落ち着いて普段と同じような行動をと

る。
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２ 東海地震注意情報が発表された場合

(1) 地震発生に備え、次のような準備行動を実施する。

ア 不要不急の旅行、出張の自粛

イ 自動車の使用を控える。

ウ 食料・飲料水等の確保

エ 浴槽等への水の汲み置き

オ 家族同士の連絡方法の確認

カ 室内の家具の固定

キ その他必要な準備行動の実施

(2) 市防災行政無線、テレビ・ラジオ等の情報に十分に注意し、正確な情報の把握に努める。

３ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

(1) 地震発生に備え、日ごろの防災訓練の経験を生かして、あわてずに落ち着いて次のような行

動を実施する。

ア 危険物施設及び耐震性のない建物からの避難

イ 飲料水の貯え、食料・医薬品・懐中電灯・ラジオ等の非常持ち出し品の確認

ウ 火元の点検、破損・転倒しやすいものの点検の実施

エ 避難地・避難所の確認

オ 屋根の修理等の危険な作業を控える。

カ 交通規制等が実施されるため、自動車の使用を控える。

キ その他必要な防災行動の実施

(2) 市防災行政無線、テレビ・ラジオ等の情報に十分に注意し、正確な情報の把握に努める。

(3) 病人等災害時要援護者は、家族と、あるいは自主防災会等の協力によって、指定避難場所に

避難する。

各関係機関第７節 防災関係機関の講ずる措置

第１ 鉄道（ＪＲ東海(株)身延線東花輪駅）

１ 東海地震注意情報が発表された場合

(1) 市は、防災行政無線、広報車等を活用し、次の事項について広報を実施し、滞留旅客の発生

防止に努める。

ア 不要不急の旅行や出張等の自粛

イ 警戒宣言発令後は運転規制等が行われるので、早期帰宅の呼びかけ

(2) 本市にあるＪＲ東海(株)身延線東花輪駅は、警戒宣言発令後の運転規制時における停車駅の

ひとつであるため、多くの滞留旅客の発生が予想される。そのため、警戒宣言発令時に滞留旅

客の発生状況を迅速、的確に把握できるよう、身延線東花輪駅との情報連絡体制を確保する。

２ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

(1) 本市で発生した滞留旅客については、身延線東花輪駅と連絡をとり、人数及び状況等の把握

に努め、市による支援が必要と判断した場合は、食料、物資、避難場所等の提供を行う。

(2) 市は、市の施設、避難場所及び協力機関において可能な範囲で徒歩による帰宅支援を実施す
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る。帰宅支援の内容は、飲料水、トイレ、休息場所、帰宅経路の案内等の提供等とする。

(3) 列車内、駅内の旅客に地震に関する情報を伝達するとともに、運転状況等の問い合わせに対

し、適切な案内を行う。

(4) 強化地域内への列車の入り込みは、原則として規制する。

(5) 強化地域内を運転中の列車は、地震防災上最寄りの安全な駅その他の場所まで安全な速度で

運転して停止させる。

関係路線名 停 車 駅

Ｊ Ｒ 身 延 線
南甲府、国母、常永、東花輪、甲斐上野、市川大門、鰍沢口、甲斐岩間、甲斐

常葉、下部温泉、波高島、身延、甲斐大島、内船、十島

(6) 駅施設の旅客及び駅に停車した列車内旅客のうち、自己の責任において行動を希望する者以

外は、原則として、列車内又は駅舎内に待機させる。児童・生徒については、学校と連絡をと

り、対応を協議する。

待機する旅客に対しては、食事のあっ旋等を行う。食事のあっ旋が不可能となったときに

は、関係自治体に食事のあっ旋の援助を要請する。

なお、あっ旋方法や体制等については、あらかじめ関係自治体と協議しておくものとする。

待機が長期間となった場合、又は危険が見込まれるとき及び発災後は、当該市町村の定める

避難場所に避難させる。

(7) 病人発生等緊急を要するときは、応急措置を行い、指定救急医療機関に収容する。

(8) 輸送確保の見込み等について、利用者に広報をする。

(9) その他滞留旅客の保護のため必要な事項は、当該市町村と連携した対策を行う。

第２ 電力（東京電力株式会社山梨支店）

１ 東京電力山梨支店非常災害対策本部を設置する。

２ 東海地震注意情報が発せられた場合

(1) 電力施設等に対する特別巡視、特別点検、機器調整等を実施する。

(2) 保安通信設備の点検、整備を行い、必要に応じ緊急時運用体制を確立する。

また、公衆通信、鉄道、警察、消防、諸官庁等との連携を密にし、通信網の確保に努める。

(3) 仕掛かり中の工事及び作業中の各電力施設について、状況に応じた人身安全及び設備保安上

の応急措置を実施する。

(4) 発電所等への見学者、訪問者等に対して、関係市町村と連携のうえ、連絡並びに避難方法の

徹底を図る等的確な安全措置を講じる。

(5) ラジオ、テレビ等の報道機関を通じて、地震時の具体的な電気の安全措置に関する広報を行

う。

３ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

(1) 仕掛かり中の工事及び作業中の各電力施設について、人身安全及び設備保全上の応急措置を

速やかに実施する。

(2) 発電所等への見学者、訪問者等に対して、関係市町村と連携のうえ、連絡並びに避難方法の

徹底を図る等的確な安全措置を講じる。

(3) ラジオ、テレビ等の報道機関を通じて、地震時の具体的な電気の安全措置に関する広報を行

う。
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第３ 通信（東日本電信電話(株)、ＮＴＴドコモ）

１ 東海地震注意情報が発せられた場合は『情報連絡室』、警戒宣言が発せられた場合は『地震災

害警戒本部』を設置し、情報連絡体制の確立を図るとともに、情報連絡要員の配置及び防災上必

要な要員を待機させるなど、その状況に応じた措置を講ずる。

２ 警戒宣言発令後、状況に応じて災害用伝言ダイヤル等を提供する。

また、必要に応じてこれらの措置を警戒宣言前からも実施する。

３ 通信のそ通が著しく困難となった場合には、重要通信を確保するため、利用制限等臨機の措置

を講ずる。また、利用者に対し、通信のそ通状況等、テレビ、ラジオ等を通じて広報を行い、社

会不安の解消に努める。

第４ ガス（ガス供給機関）

１ 東海地震注意情報が発表された場合

ガスの供給を継続するとともに、警戒宣言の発令や地震発生に備え、ガス供給設備の特別点

検、特別巡視体制を確立する。

２ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

(1) ガスの供給継続を確保する。

(2) 速やかに地震災害警戒本部を設置し、必要人員を配置して、非常体制を確立する。

(3) ガス工作物の工事については、安全措置を講じて直ちに中止する。

(4) 巡視、点検を実施し、必要な資機材を確保する。

(5) 利用者に対し、テレビ、ラジオ等を通じて、不使用ガス栓（容器弁）の閉止、発災時のガス

栓（容器弁）の即時閉止について広報を行う。

第５ 金融機関

山梨県、関東財務局甲府財務事務所及び日本銀行甲府支店は、金融機関等に対して、東海地震注

意情報の発表時、警戒宣言発令時及び発災後における金融機関等に対して、それぞれの所掌事務に

応じ次に掲げる措置を講ずるよう要請する。

１ 東海地震注意情報が発表された場合

平常通り営業、業務を継続するとともに、注意情報の発表を顧客等に周知する。また、警戒宣

言発令時における利用可能及び利用不可能な店舗・現金自動預払機の周知等、地震防災応急対策

の準備的措置を講じる。

２ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

(1) 営業時間中に発令されたときは、正面玄関等の主要シャッターを閉鎖し、店内顧客への普通

預金の払戻しを除き、全ての業務を停止することができる。

ただし、「事前避難対象地域」内の店舗については、直ちに普通預金の払戻しを停止する。

※注 (1)は「山梨県東海地震臨時金融対策連絡協議会」の決定事項に基づくもの

(2) 営業時間外に発令されたときは、その後の営業を停止する。

(3) 上記の(1)及び(2)の場合であっても、顧客及び従業員の安全に十分配慮した上で現金自動預

払機等において預金の払戻しを継続する等、居住者等の日常生活に極力支障をきたさないよう

な措置を講じる。

(4) 郵便局については、郵便局株式会社や甲府中央郵便局と「日本郵政公社防災業務計画」（改

正：平成15年４月１日）を踏まえた警戒宣言発令時の郵便貯金自動預払・稼働措置について協
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議を行い、県内郵便局に対して同措置を講じるよう要請を行うものとする。

(5) 預貯金等の関係書類の保管について万全を期すとともに、電算機についても耐震措置を講じ

る。

(6) 手形交換又は不渡処分の取扱いについては、平常に戻るまでの期間、手形期限の延長措置が

取られることとなるので、手形交換所と連絡をとり、その指示に従う。

(7) 預貯金、手形等の取扱いについて顧客への周知徹底を図る。

３ 発災後

(1) 資金の融資について融資相談所の開設、審査手続きの簡素化、貸出しの迅速化等の措置をと

る。

(2) 預貯金の払戻しについて、通帳等紛失した者への簡易な確認方法により、払戻しの利便を図

る。

(3) 定期預金等の中途解約又は当該預金を担保とする貸出しに応ずる措置をとる。

(4) 手形交換又は不渡処分の取扱いについては、平常に戻るまでの期間、手形期限の延長措置が

取られることとなるので、手形交換所と連絡をとり、その指示に従う。

(5) 生命損害保険金を迅速に支払うよう配慮する。また、保険料の払込について適宜猶予期間の

延長措置を講じる。

(6) 預貯金、手形等の取扱いについて顧客へ周知徹底を図る。

第６ バス（山梨交通株式会社）

１ 東海地震注意情報が発表された場合

(1) 平常通り運行を継続し、乗客に対して注意情報の発表を周知するとともに、不要不急の旅行

や出張等の自粛を要請する。また、警戒宣言発令後の運転規制等の地震防災応急対策の内容に

ついて周知する。

(2) 帰宅困難者等が想定される場合は、臨時バス等の増発を検討・実施する。

(3) 警戒宣言発令後に想定される滞留旅客の避難方法、必要な資機材等の確認等の準備行動を実

施する。

２ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）発せられた場合

(1) 主要ターミナル、営業所及び車内等の旅客に対し、掲示物、放送等により情報を伝達する。

(2) 警戒宣言発令の情報を入手したときには、車両の運行を中止し安全な場所に停車するととも

に、旅客に避難地を教示する。児童・生徒については、学校と連絡をとり、必要な対応措置を

とる。

第７ 病院・診療所

１ 病院、診療所に対する依頼

市は、病院、診療所に対して、東海地震注意情報の発表時及び警戒宣言発令時においては、次

の基準に従って適切な措置を行うよう、中巨摩医師会を通じて依頼する。

(1) 東海地震注意情報が発表された場合

ア 災害発生時の治療体制を確保するため、救急業務を除き、外来患者の受入れは原則として

制限する。

なお、外来患者の受入れを制限する施設にあっては、治療の中断が困難な患者に対する処

置・指示等、外来患者の混乱を来さない措置を十分に講ずる。
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イ 設備、機器等の転倒・落下防止等の患者・職員等の安全確保措置を講ずるとともに、その

他災害発生時の重症患者等の治療体制を確保するための準備的措置を講ずる。

ウ 建物の耐震性等の安全性が確保されている施設にあっては、災害発生時の重症患者等の治

療体制を確保するため、帰宅可能な入院患者の家族等への引渡しに係る連絡体制や必要な車

両の確保などの準備的措置を講ずる。なお、必要に応じて入院患者の引渡しを実施すること

ができる。

エ 建物の耐震性等の安全性が確保されていない施設にあっては、入院患者の他の病院等への

移送、家族等への引渡しに係る連絡体制や必要な車両の確保などの準備的措置を講ずる。な

お、必要に応じて入院患者の移送、引渡しを実施することができる。

(2) 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

ア 救急業務を除き、外来診療を原則中止し、設備、機器等の転倒・落下防止等の患者、職員

等の安全確保措置を継続するとともに、その他災害発生時の重症患者等の治療体制を確保す

るための措置を実施する。

イ 建物の耐震性等の安全性が確保されている施設にあっては、災害発生時の重症患者等の治

療体制を確保するため、帰宅可能な入院患者の家族等への引渡しを実施する。

ウ 建物の耐震性等の安全性が確保されていない施設にあっては、入院患者の他の病院等への

移送、家族等への引渡しを実施する。

２ 住民への広報

市は、医療機関における外来患者の受入れは、原則として東海地震注意情報発表時には制限さ

れ、また東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられたときは中止になるので、住民に対して

外来診療は控えるよう、広報車、市ホームページ等を活用し、また自主防災会を通じて、理解と

協力を求めるものとする。

第８ スーパー等

１ スーパー等に対する依頼

市は、スーパー等に対して、東海地震注意情報の発表時及び警戒宣言発令時においては次の措

置を行うよう、中央市商工会、東八西部商工会を通じて依頼する。

(1) 東海地震注意情報が発表された場合

ア スーパー・小売店舗のうち、食料・飲料水、生活必需品や家具転倒防止器具等の防災用

品、防災資機材を販売する施設にあっては、日常の住民生活を維持するために、営業の継続

に努めるとともに、顧客に対して注意情報の発表を周知する。また、警戒宣言発令後の公共

交通機関の運行停止、道路交通規制等の内容や当該店舗の警戒宣言発令後の地震防災応急対

策の内容を周知する。

イ 営業の継続にあたっては、商品、陳列棚等の転倒・落下防止等の安全措置を講ずるととも

に、顧客、従業員等に冷静な行動を呼びかけるなど、混乱防止のための措置を講ずる。

(2) 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

ア スーパー・小売店舗のうち、食料・飲料水、生活必需品や家具転倒防止器具等の防災用

品、防災資機材を販売する施設であって、建物の耐震性等の安全性が確保されている場合

は、住民の日常の住民生活を維持するために、各店舗の判断により営業を継続することがで

きる。
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イ 顧客に対して警戒宣言発令、当該店舗の営業の中止又は継続などの地震防災応急対策の内

容、公共交通機関の運行停止、道路交通規制等の内容を周知する。

ウ 営業を継続する場合にあっては、商品等の転倒防止等の安全措置を十分に実施し、顧客や

従業員の安全確保を図るとともに、冷静な行動を呼びかけるなどの混乱防止のための措置を

講ずる。

２ 住民への広報

市は、住民に対して、不要な買い物や買い占めの自粛等、冷静な行動をとるよう、広報車、市

ホームページ等を活用し、広報を実施するものとする。

第９ 県、市社会福祉協議会

１ 速やかに地震災害等援助のための対策本部を設置し、支援体制を確立する。

２ ボランティアの総合受付、調整等を行う。

３ 防災ボランティアに対するニーズ等の情報を提供する。

４ 災害時のボランティア活動に関する連絡調整を行う。

総務課 警察署

建設課
第８節 交通対策

東海地震注意情報発表時及び警戒宣言発令時における交通の混乱と交通事故等の発生の防止、住民

等の円滑な避難と緊急輸送路の確保のため、次の交通対策を実施する。

なお、市は、交通情報の収集に努め、交通規制の実施状況、運転者のとるべき措置等について防災

行政無線、広報車、市ホームページ等により広報を実施するとともに、これらの情報を迅速かつ的確

に把握するため、関係機関、報道機関等との連携体制の強化を図る。

第１ 交通規制等

１ 基本方針

(1) 東海地震注意情報発表時

不要不急の旅行や出張等の自粛を要請するとともに、警戒宣言が発せられた時の交通規制等

の状況を広報する。

(2) 警戒宣言発令時

警戒宣言発令時における交通規制等の基本方針は、次のとおりである。

ア 県内での一般車両の走行は、極力抑制する。

イ 避難路及び緊急輸送路については、優先的にその機能を確保する。

ウ 高速自動車道については、一般車両の県内への流入を制限するとともに、県内におけるイ

ンターチェンジ等からの流入を制限する。

２ 交通規制計画の策定

次に掲げる道路について、県警察は、避難計画、緊急輸送計画、道路啓開計画及び隣接する都

県警察等の交通規制計画と整合性のとれた交通規制計画をあらかじめ定める。

(1) 警察庁が指定する広域交通規制対象道路

(2) 緊急輸送路、避難路その他防災上重要な幹線道路

(3) 高速自動車道（インターチェンジについては、個々のインターチェンジごと）

(4) 広域的な避難場所等防災上重要な施設の周辺道路
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(5) 発災時に重大な火災の発生が予想される施設の周辺道路

(6) その他防災上交通規制計画を策定しておく必要のある道路

３ 交通規制の実施

ア 交通規制の実施にあたっては、あらかじめ策定した交通規制計画に基づき速やかに実施す

る。

イ 交通規制の実施にあたっては、大規模地震対策特別措置法等で定められた標示等を設置し

て行う。ただし、緊急を要し標示等を設置するいとまがないとき、又は標示等を設置して行

うことが困難なときは、現場警察官の指示により行う。

第２ 運転者のとるべき措置

東海地震注意情報発表時及び警戒宣言発令時の運転者のとるべき措置を次のとおり定める。

１ 走行車両の行動

走行中の車両は、次の要領により行動すること。

(1) 東海地震注意情報発表時

ア 東海地震注意情報が発表されたことを知ったときは、カーラジオ等により継続して地震予

知に関する情報及び交通情報を聴取し、その情報に応じて行動すること。

イ 不要不急の旅行や出張等を自粛する。

(2) 警戒宣言発令時

ア 警戒宣言が発せられたことを知ったときは、地震の発生に備えて低速走行に移行するとと

もに、カーラジオ等により継続して地震予知に関する情報及び交通情報を聴取し、その情報

に応じて行動すること。

イ 車両を置いて避難するときは、できる限り道路外の場所に移動しておくこと。

やむを得ず道路上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切り

エンジンキーはつけたままとし、窓は閉め、ドアはロックしないこと。

駐車するときは、避難する人の通行や災害応急対策実施の妨げになるような場所には駐車

しないこと。

２ 避難時の車両使用禁止

避難のために車両を使用しないこと。

第３ 道路啓開

警戒宣言が発せられたときは、一般車両の交通規制及び避難のために道路上に放置される車両そ

の他の障害物が多くなることが予想されるので、緊急輸送路確保のため、これらの交通障害物を排

除する道路啓開を有効適切に実施する。

第４ 交通検問

警戒宣言が発せられたときは、交通規制の実効を担保し交通の混乱と交通事故の発生を防止する

ため、県内の交通要点に警察官等を配置して交通検問を行い、緊急輸送車両の確認、交通整理、迂

回、誘導交通規制及び運転者のとるべき措置等について指示、広報を実施する。

交通検問場所及び配置人員等については、別に定める。

第５ 交通情報及び広報活動

警戒宣言が発せられたときは、交通情報の収集に努めるとともに、これらの情報の提供、運転者

のとるべき措置、交通規制の実施状況等についての広報を迅速かつ的確に実施するため、報道機関
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及び道路交通情報センターとの連携の緊密化を図る。

１ 東海地震注意情報が発表された場合

(1) 東海地震注意情報が発表されたときは、運転者等に対して東海地震注意情報の発表を周知す

るとともに、不要不急の旅行や出張等の自粛を要請する。また、警戒宣言発令後の道路交通規

制等の地震防災応急対策の内容についても周知する。

(2) 警戒宣言発令時の交通規制等の地震防災応急対策を円滑に実施するため、関係機関相互間の

連絡体制を確保するとともに、必要な資機材の確認等の準備的措置を実施する。

２ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

警戒宣言が発せられたときは、交通情報の収集に努めるとともに、これらの情報の提供、運転

者のとるべき措置、交通規制の実施状況等についての広報を迅速かつ的確に実施するため、報道

機関及び道路交通情報センターとの連携の緊密化を図る。

各事業所第９節 事業所等対策計画

各事業者は、大規模地震対策特別措置法の定めるところにより、強化地域内にある一定の事業所等

では、あらかじめ地震防災応急計画を定め、それぞれ関係機関へ届け出るものとする。

また、一定規模以下の事業所等にあっても、警戒宣言発令時の対応措置をあらかじめ定めるものと

し、地震災害の未然防止と社会的混乱を避けるため、次の事項を基本として必要な措置をとる。

なお、市はこれらの情報が発表された場合、各事業所に対して、従業員及び顧客の安全確保、事業

所施設の地震防災応急対策の実施等について呼びかけを行うとともに、各事業所の営業状況の把握に

努めるものとする。

第１ 東海地震注意情報が発表された場合

１ 施設内の防災体制の確立

(1) 施設の利用・営業等の中止・継続等の方針

(2) 防災要員の確保、体制の整備及び情報収集・伝達体制の整備

(3) 施設内の設備、機器等の転倒・落下防止等の安全措置

(4) 避難誘導の方法、避難路等の確認

２ 顧客、従業員等への対応

(1) 東海地震注意情報の発表の周知、内容の説明

(2) 警戒宣言発令後の地震防災応急対策の内容

(3) 顧客等の避難、従業員への帰宅措置の確認

第２ 東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられた場合

１ 施設内の防災体制の確立

(1) 原則として、施設の利用・営業等は中止する。ただし、建物等の耐震性等の安全性が確保さ

れている施設については、施設管理者の判断により施設の利用・営業等を継続することができ

る。

(2) 東海地震予知情報、警戒宣言の周知、内容の説明

(3) 地震防災応急計画に基づき、次の応急保安措置等を実施する。

ア 施設内の設備、機器等の転倒・落下防止等の安全措置
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イ 防災要員の確保、体制の整備及び情報収集・伝達体制の整備

ウ 顧客、利用者等への避難誘導の実施

２ 従業員等への対応

保安要員を残し、道路交通状況等を鑑み、徒歩・自転車等による従業員の避難を実施する。

第３ 市の措置

市は、平素から、また東海地震の関連情報が発表されたときは、「広報ちゅうおう」、市ホーム

ページ、広報車等を活用して、事業所等に対して次の措置を行うものとする。

１ 平常時の措置

市は、南消防署等の協力を得て、事業者等に対して平素から次の地震防災応急対策の実施を推

進するよう指導する。

(1) 施設・設備の安全対策の推進

(2) 警戒宣言発令時等における行動指針等の防災教育

(3) 徒歩による帰宅訓練の実施

(4) 従業員用の食料、飲料水等の備蓄

(5) 帰宅グッズ（スニーカー、簡易地図等）の準備

２ 東海地震注意情報、東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられたときの措置

市は、東海地震注意情報、東海地震予知情報（警戒宣言発令）が発せられたときは、必要によ

り次の措置を行うよう、事業者等に対して要請、要望、周知を図る。

(1) 要請、要望事項

ア 施設・設備の転倒防止措置、ガラス飛散防止措置等の適切な安全対策の実施

イ 早期退社の勧め

ウ 従業員への道路交通規制状況・公共交通運行状況等の周知

エ 自家用車による出勤、帰宅等の自粛

(2) 周知事項

ア 避難地・避難所の指定場所

イ 東日本電信電話(株)が地震発生時に設置する災害用伝言ダイヤルの利用方法


